様式第 1号

質 問 書

平成　　年　　月　　日

　（あて先）

埼玉県知事

提出者：

所在地
商号又は名称
代表者氏名
　　　　　　　　　　　（代表者印）

担当者氏名
電話番号
FAX番号
Ｅ－mail

埼玉県本庁舎ESCO事業提案募集要項に関して、次のとおり質問します。

質問内容：

· 質問は，簡潔かつ具体的に記入する

· 質問事項は，この用紙１枚につき１件とする

· グループでの参加を予定する場合は、代表者が，構成員の質問事項をとりまとめて提出すること

（　　頁／質問総数　　頁）

《様式参考　１》
参 加 表 明 時 必 要 書 類 一 覧

	No.
	提出書類
	備考

	①
	参加表明書（様式第2号）
	代表者

	②
	委任状（様式第3号）
	必要な場合

	③
	グループ構成表（様式第4号）
	グループで参加の場合

	④
	構成員間の契約書又は覚書等
	グループで参加の場合

	⑤
	特定子会社の構成計画書
	特定子会社設立予定の場合

	⑥
	履行保証書（様式第5号）
	任意提出

	⑦
	印鑑証明書（受付日前3か月以内に発行された正本）
	全社

	⑧
	商業登記簿謄本（受付日前3か月以内に発行されたもの、写し可）
	全社

	⑨
	納税証明書（最新決算年度のもの、写し可）
	全社

	⑩
	財務諸表（最新決算年度のもの、写し可）

（⑥が提出される場合は関係会社のものも併せて提出）
	全社

	⑪
	会社概要（様式第6～8号）

（⑥が提出される場合は関係会社のものも併せて提出）
	全社

	⑫
	各資格者免許証の写し（表・裏）
	（各代表1名分で可）

	⑬
	監理技術者免許証の写し（表・裏）
	建設役割会社

	⑭
	経営事項審査結果通知書（受付日前1年7か月以内のもの、写し可）
	建設役割会社

	⑮
	特定建設業の許可証明書の写し
	建設役割会社

	⑯
	ESCO関連事業実績一覧表（様式第9号）
	代表会社

	⑰
	ESCO関連事業実績契約書の写し
	代表会社


· 上記太字は必須書類。

· 上記必要書類を各1通ずつA4判ファイルにとじること。

· 表には会社名、事業名明記のこと。

様式第 2号

参 加 表 明 書

平成　　年　月　　日

　（あて先）
　　　　　　埼玉県知事
申請者：（〒  -    ）

　　　　　　　　 eq \o\ad(所在地,　　　　　　)（*1）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　（ふりがな）        


　　　　　　　　商号又は名称（*2）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


　　　　　　　　　　（ふりがな）　　　

 eq \o\ad(代表者氏名,　　　　　　)



　　（代表者印）　

　　　　　　　　 eq \o\ad(電話番号,　　　　　　)　（                          ）


　　　　　　　　 eq \o\ad(ＦＡＸ番号,　　　　　　)　（                          ）

　下記事業のESCO提案書に基づく選定について関心がありますので、必要な関係書類を添えて、参加の希望を表明します。

なお、地方自治法施行令167条の4第1項及び埼玉県財務規則第91条の規定に該当しない者であること並びに本書及び添付書類のすべての記載事項は事実と相違ないことを誓約します。

記

事業名称：埼玉県本庁舎ESCO事業

*1:建設業法上の主たる営業所と登記簿上の所在地が異なる場合は、登記簿上の所在地を（　）書で上段に記載

*2:グループで参加の場合は、グループの代表企業名
様式第 3号

委 　　任 　　状

平成　　年　　月　　日

（あて先）
　　　　　　埼玉県知事


　　　 eq \o\ad(所在地,　　　　　　)


　　　商号又は名称

 eq \o\ad(代表者氏名,　　　　　　)　　　　　　　


（印）

　私は、次の者を代理人と定め、下記の権限を委任します。



　　　 eq \o\ad(所在地,　　　　　　)
　　　　受　任　者　　 eq \o\ad(役職名,　　　　　　)
 eq \o\ad(氏名,　　　　　　)
　　　　　　

（印）

記

（委任事項）
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様式第 4号

グ ル ー プ 構 成 表

平成　　年　　月　　日

　（あて先）
埼玉県知事
事業名称：埼玉県本庁舎ESCO事業

　標記事業の提案書に基づく選定の参加に関しまして、以下の構成員で申請いたします。

　なお、各構成員とも地方自治法施行令167条の4第1項及び埼玉県財務規則第91条の規定に該当しない者であることを誓約します。

代表者：


 eq \o\ad(所在地,　　　　　　)　


商号又は名称　

 eq \o\ad(代表者氏名,　　　　　　)　　





（代表者印）


 eq \o\ad(電話番号,　　　　　　)　


 eq \o\ad(ＦＡＸ番号,　　　　　　)　


担当役割内容［ 事業役割 　設計・監理役割 　建設役割　 運転管理役割 ］

その他グループ構成員：

 eq \o\ad(所在地,　　　　　　)　


商号又は名称　

 eq \o\ad(代表者氏名,　　　　　　)　　





（代表者印）


担当役割内容［ 事業役割 　設計・監理役割 　建設役割　 運転管理役割 ］


 eq \o\ad(所在地,　　　　　　)　


商号又は名称　

 eq \o\ad(代表者氏名,　　　　　　)　





（代表者印）


担当役割内容［ 事業役割 　設計・監理役割 　建設役割　 運転管理役割 ］


 eq \o\ad(所在地,　　　　　　)　


商号又は名称　

 eq \o\ad(代表者氏名,　　　　　　)　





（代表者印）


担当役割内容［ 事業役割 　設計・監理役割 　建設役割　 運転管理役割 ］

様式第 5号

履 行 保 証 書

平成　　年　　月　　日

（あて先）

埼玉県知事
　○○○○○は、△△△△△が埼玉県さいたま市に所在する埼玉県本庁舎に関するESCO事業提案が最優秀提案として採用され、最終的に埼玉県と△△△△△がESCO契約を締結した場合、埼玉県本庁舎に係るESCO事業の遂行を保証いたします。

　万一、提案者である△△△△△において、ESCO事業の遂行に支障のある場合には、○○○○○は保証人として責任を持って事業を遂行し、埼玉県本庁舎の運営に支障を及ぼさないために、埼玉県と△△△△△が締結したESCO契約に基づく一切の義務を引き継ぎ、誠意を持って迅速に履行することを誓約します。

保　 証 　人


　　　　　　　　　 eq \o\ad(所在地,　　　　　　)

　　　　　　　　　商号又は名称

 eq \o\ad(代表者氏名,　　　　　　)
　　　　　　　　　　　　　　　（代表者印）


　　　　　　　　　 eq \o\ad(電話番号,　　　　　　)


 eq \o\ad(ＦＡＸ番号,　　　　　　)
様式第 6号

有 資 格 技 術 職 員 内 訳 表
（企業名：　　　　　　　　　　　）　　　　　
	有資格技術職員内訳
	人　数
	合　計

	建　築工事
	一級建築士
	人
	

	
	一級建築施工管理技士
	人
	

	
	二級建築施工管理技士
	建築
	人
	小計
	　　人
	

	
	
	躯体
	人
	
	
	

	
	
	仕上げ
	人
	
	
	

	
	監理技術者
	人
	

	
	その他(※１)
	人
	

	電気工事
	一級電気工事施工管理技士
	人
	

	
	二級電気工事施工管理技士
	人
	

	
	監理技術者
	人
	

	
	その他(※１)
	人
	

	管工事
	一級管工事施工管理技士
	人
	

	
	二級管工事施工管理技士
	人
	

	
	監理技術者
	人
	

	
	その他(※１)
	人
	

	技術士
	建設
	人
	小計
	　　人
	

	
	電気・電子
	人
	
	
	

	
	機械
	人
	
	
	

	
	衛生工学
	人
	
	
	

	エネルギー管理士
	
	人
	

	建築設備士
	人
	

	その他(※１)
	人
	人


*1：その他については、可能な範囲で具体的に記載のこと　　　　
様式第 7号

総 括 責 任 者・主 任 技 術 者 表

（企業名：　　　　　　　　　　　）

	分　　　担
	実務経験年数
	業務実績
	過去に従事したESCO事業等

類似業務の実績

	氏名・年齢
	資格
	施設名称
	構造

規模
	完成又は　完成予定
	立　場
	業務名
	規模　構造
	立場
	完了年

	総括責任者

氏名

年齢　　　才
	経験年数　年
	
	㎡
	年　月
	
	

	
	資格の種類：

                 
	
	㎡
	年　月
	
	

	
	
	
	㎡
	年　月
	
	

	
	
	
	㎡
	年　月
	
	

	○○担当

主任責任者

氏名

年齢　　　才
	経験年数　年
	
	㎡
	年　月
	
	

	
	資格の種類：

                 
	
	㎡
	年　月
	
	

	
	
	
	㎡
	年　月
	
	

	
	
	
	㎡
	年　月
	
	

	○○担当

主任責任者

氏名

年齢　　　才
	経験年数　年
	
	㎡
	年　月
	
	

	
	資格の種類：

                 
	
	㎡
	年　月
	
	

	
	
	
	㎡
	年　月
	
	

	
	
	
	㎡
	年　月
	
	

	○○担当

主任責任者

氏名

年齢　　　才
	経験年数　年
	
	㎡
	年　月
	
	

	
	資格の種類：

                 
	
	㎡
	年　月
	
	

	
	
	
	㎡
	年　月
	
	

	
	
	
	㎡
	年　月
	
	


注）立場とは、その業務における役割分担をいい、総括責任者、担当主任技術者の別を記入する。
様式第 8号

企 業 状 況 表
	住　　　　　所
	

	商号又は名称
	

	代　表　者　名


	

	建設業許可番号


	

	経営事項審査点数

（総合評点）
	

	ISO  9000ｼﾘｰｽﾞ認証取得状況

	（認証部署等　　　　　　　　　　）

（適用規格　　　　　　　　　　　）

（審査登録機関　　　　　　　　　）

（登録番号　　　　　　　　　　　）

	地方自治法施行令第167条の4第1項の

規定に該当する。


	　　　有　　　　　　　　　　無
（有の場合の理由　　　　　　　　　　　　　）

	埼玉県財務規則第91条の規定により県の

競争入札に参加させないとされている。


	　　　有　　　　　　　　　　無
（有の場合の理由　　　　　　　　　　　　　）

	本募集要項の配布の日以後に、埼玉県建設工事等の契約に係る指名停止等の措置要綱に基づく指名停止を受けている。
	有　　　　　　　　　　無
（有の場合の理由　　　　　　　　　　　　　）

	本募集要項の配布の日以後に、埼玉県建設

工事等暴力団排除措置要綱に基づく指名除

外を受けている。
	有　　　　　　　　　　無
（有の場合の理由　　　　　　　　　　　　　）

	本募集要項の配布の日以後に、建設業法第

28条第3項若しくは第5項の規定による営業停止の処分を受けている。
	有　　　　　　　　　　無
（有の場合の理由　　　　　　　　　　　　　）

	商法第381条第1項の規定による会社の整理の開始を命ぜられている。
	有　　　　　　　　　　無
（有の場合の理由　　　　　　　　　　　　　）

	民事再生法第21条の規定による民事再生

手続の申し立てをしている。
	有　　　　　　　　　　無
（有の場合の理由　　　　　　　　　　　　　）

	会社更生法第30条第1項又は第2項の規定

による更生手続開始の申し立てをしている

又は申し立てをなされている。
	有　　　　　　　　　　無
（有の場合の理由　　　　　　　　　　　　　）

	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


　　注）必要事項を記入し、対応する部分には○を付ける。

様式第 9号

E S C O 関 連 事 業 実 績 一 覧 表

（企業名：　　　　　　　　　　　）
	事業件名
	発注者
	受注形態
	契約金額(千円)
	契約年月日
	契約期間
	施設の概要
	主な契約内容

	
	
	
	
	
	
	用途
	構造・　規模面積
	工事完了

年月
	対象機器
	対象建物
全体の省エネルギー率
	ﾊﾟﾌｫｰﾏﾝｽ契約の

有無と種類
(ｷﾞｬﾗﾝﾃｨｰﾄﾞ/ｼｪｱｰﾄﾞ)
	保証の
有無
	計測･検証の有無

	
	
	
	
	
	
	
	㎡
	年

月
	
	％
	有(Ｇ･Ｓ)･無
	有･無
	有･無

	
	
	
	
	
	
	
	㎡
	年

月
	
	％
	有(Ｇ･Ｓ)･無
	有･無
	有･無

	
	
	
	
	
	
	
	㎡
	年

月
	
	％
	有(Ｇ･Ｓ)･無
	有･無
	有･無

	
	
	
	
	
	
	
	㎡
	年

月
	
	％
	有(Ｇ･Ｓ)･無
	有･無
	有･無

	
	
	
	
	
	
	
	㎡
	年

月
	
	％
	有(Ｇ･Ｓ)･無
	有･無
	有･無

	
	
	
	
	
	
	
	㎡
	年

月
	
	％
	有(Ｇ･Ｓ)･無
	有･無
	有･無

	
	
	
	
	
	
	
	㎡
	年

月
	
	％
	有(Ｇ･Ｓ)･無
	有･無
	有･無


注1）受注形態の欄には、単独、ＪＶの別を記入すること。　　　　　　　　　　　　　　　　　　     　　　　

注2）構造は、構造種別・地上階数／地下階数を記述すること。（例：RC-5／1）

注3）ESCO事業におけるパフォーマンス契約とは、省エネルギー改修による経費削減分で全ての経費を賄う契約であり、その中で、ギャランティード・セービングス契約では実際の金融負担を発注者が負い、シェアード・セービングス契約はESCO事業者が実際の金融負担を負う形態となる。
注4）上記の各契約を証明できる書類を添付すること。

様式第 10号

参 加 辞 退 届

平成　　年　　月　　日

（あて先）

埼玉県知事


　　　　　　　　　　　 eq \o\ad(所在地,　　　　　　)

　　　　　　　　　　　商号又は名称（*1）

 eq \o\ad(代表者氏名,　　　　　　)

　　　　　　　（代表者印）


　　　　　　　　　　　 eq \o\ad(電話番号,　　　　　　)

　　　　　　　　　　　 eq \o\ad(ＦＡＸ番号,　　　　　　)
事業名称：埼玉県本庁舎ESCO事業

提案要請番号：○○○○

　標記事業への提案書に係る選定の参加を以下の理由により、辞退します。

提案辞退理由：

*1:グループで参加を申請していた場合は、グループの代表企業名
様式第 11号

提 案 提 出 書

平成　　年　　月　　日

　（あて先）

埼玉県知事



　　提出者名（企業名又はグループの代表企業名）：

 eq \o\ad(所在地,　　　　　　)
商号又は名称

 eq \o\ad(代表者氏名,　　　　　　)　　　　　　　　　　　　　（代表者印）

１　事業名称：埼玉県本庁舎ESCO事業

２　提案要請番号：○○○○

　　　　標記事業に関しまして、下記の提案書類を提出いたします。

記

（１） ESCO事業資金計画書

（２） ESCO技術提案書

（３） ESCO設備維持管理提案書

（４） 計測・検証方法提案書

（５） 運転管理方針提案書

（６） 緊急時対応方法提案書

（７） 主要機器等の設置箇所図提案書

（８） 提案総括表　

事務担当責任者氏名

所属　　職名

 eq \o\ad(電話,　　　　　　)
 eq \o\ad(ＦＡＸ番号,　　　　　　)
《様式参考　２》

Ⅰ．提案書表紙（Ａ４版）の記載方法

(1)提案要請番号

　　右下すみに「○○○○」を記述して下さい。（文字の大きさ：ｺﾞｼｯｸ，10ポイント程度）

(2)提案書名称

　　提案の種類毎に①～⑦の提案書名称を記述して下さい。

　　（文字の大きさ：太字，明朝16ポイント程度）

(3)提出年月日

　　提出日を記入して下さい。（文字の大きさ：，明朝14ポイント程度）


Ⅱ．提案書（Ａ４版）の体裁

(1)提案要請番号

　　右下すみに「○○○○」を記述して下さい。（文字の大きさ：ｺﾞｼｯｸ，10ポイント程度）

(2)通し番号

　　提案書本文の各ページ下部中央に通し番号を入れて下さい。（例：①-○）

　　（文字の大きさ：ｺﾞｼｯｸ，10ポイント程度）
(3)本文

　　文字の大きさ：明朝10.5ポイント程度

　　
様式第 12号

E S C O 事業資金計画書

1
ＥＳＣＯ事業費用等積算書　（様式第１３号）
2
費用等積算表　　　　　　　（様式第１４号）
3
ＥＳＣＯ事業収支計画表　　（様式第１５号）　

4
長期収支計画表　　　　　　（様式第１６号）　

5
資金計画表　　　　　　　　（様式第１７号）　　

様式第 13号の１

ESCO事業費用積算書

事業名称：埼玉県本庁舎ESCO事業

事業場所：埼玉県さいたま市浦和区高砂３－１５－１
様式第 13号の2
工事費（種目別内訳書）

	

	名称
	数量
	単位
	金額
	備考

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


＊：工事に係る経費類は別項目で本表に記載のこと。

様式第 13号の3
工事費　（科目別内訳書）

	○○設備工事　　　　　　　　

	名称
	数量
	単位
	金額
	備考

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


＊：工事に係る経費類は別項目で本表に記載のこと。

様式第 13号の4

工事費　（内訳明細書）
	

	名称
	数量
	単位
	金額
	備考

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


＊：工事に係る経費類は別項目で本表に記載のこと。

様式第14号

費　用　等　積　算　表(元金相当費用一覧)

*1:租税については、固定資産税や法人税等、税種別に記載すること。

*2:その他については、可能な範囲で具体的に記入すること。

	項 目
	金額（千円）
	積算根拠

	詳細診断費
	
	

	設計費
	
	

	包括的管理計画書作成費
	
	

	関連業務費用
	
	

	工事費
	
	

	
	建設工事費
	
	

	
	衛生工事費
	
	

	
	電気工事費
	
	

	
	空調工事費
	
	

	小 計
	
	

	維持管理費
	
	

	計測・検証費
	
	

	運転管理費
	
	

	所有権移転費
	
	

	契約関連費
	
	

	租税 *1
	
	

	その他 *2
	
	

	合　計
	
	


注1）各種工事費の合計金額と関連項目の金額が一致するよう留意すること。
注2）租税については、固定資産税や法人税等、税種別に記載すること。
注3）積算に当たり、作成した明細書があれば添付すること。
注4）金額欄には消費税を含め、積算根拠の記載に当たっては、消費税が分かるようにすること。

注5）工事費には工事に係る経費は含むとし、本表工事費小計は様式第13号の費用合計と同一とする。

様式第15号

E S C O 事　業　収　支　計　画　書

(補助金：　有/無、金利：　　％、　　ESCO契約期間：　　　年)       　　

　単位：  千円

	平成　
	２２
	２３
	２４
	２５
	２６
	２７
	２８
	２９
	３０
	３１
	３２
	３３
	３４
	３５
	３６
	３７
	

	(年度)
	
	初年度
	２年度
	３年度
	４年度
	５年度
	６年度
	７年度
	８年度
	９年度
	10年度
	11年度
	12年度
	13年度
	14年度
	15年度
	合計



	光熱水費等

削減額
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	光熱水費等
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	設計・

工事費償還分
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	金利償還分
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	固定資産税
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	維持管理費
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	計測検証費
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	運転管理費
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	その他の費用
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	小計
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	租税


	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	ESCO利益
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	県の利益
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	ESCO

サービス料
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


注1） その他の様式と関連のある項目の数値については整合を図ること。

注2） 固定資産税や法人税等、税種別に記載すること。

注3） 可能な範囲で詳細に記入すること。

注4） 予定する補助金の有無別に示すこと。

注5） ESCO契約期間と使用する金利を明示すること。

注6） ESCO契約期間終了後の年度も、県が必要とする費用（維持管理費、運転管理費等）は当該項目に記入のこと。

様式第16号
長期収支計画表（補助金：有/無）　　




単位：千円

	平成（年度）
科目
	２２
	２３
	２４
	２５
	２６
	２７
	２８
	２９
	３０
	３１
	３２
	３３
	３４
	３５
	３６
	３７
	合計

	
	
	１
	２
	３
	４
	５
	６
	７
	８
	９
	10
	11
	12
	13
	14
	15
	

	収

支

計

画


	収入計
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	ESCOｻｰﾋﾞｽ料収入
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	建設工事費償還分

＋金利償還分
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	維持管理収入
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	計測検証収入
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	運転管理収入
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	ESCO利益収入
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	租税（　　）
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	租税（　　）　
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	その他（　　）
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	支出計
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	維持管理費
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	計測検証費
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	運転管理費
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	建設工事費償還分

＋金利償還分
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	租税
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	その他（　　　）
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	税引前当期損益
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	税引後当期損益
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	資金需要
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	建設工事費等
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	借入金返済
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	その他
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	資金調達
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	当期損益
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	借入金
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	資本金
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	その他(借入金返済分）
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	当期資金過不足
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	資金過不足累計
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	借入残高
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


注1） 租税は固定資産税や法人税等、税種別に記載すること。その他の項は可能な範囲で詳細に記入すること。

注2） その他の様式と関連のある項目の数値については整合を図ること

注3） 予定する補助金の有無別に記載し、補助金利用の場合はその補助額の根拠を示すこと。

様式第１７の１

資金計画表(１)　　　(補助金：　有／無)

１．事業費の調達に関する考え方

自己資本と外部借入金の金額を記入する。資金調達企業毎の内訳も分かる形で記入すること。

	事業費総額
	　　　百万円
	資金調達企業主体名
	
	
	

	
	
	自己資本
	百万円
	百万円
	百万円

	
	
	外部借入金
	百万円
	百万円
	百万円


２．外部借入等について

外部借入等について、その内訳、借入条件等を記入すること。資金調達企業毎の内訳も分かる形で記入すること。

資金調達企業名〔　　〕

	外部借入金
	百万円
	　　　
民間金融機関※
	
	百万円

	
	
	
	借入条件

（借入時期、期間、金利、見直時期等）
	
	

	
	
	政府系金融機関※　　　　
	
	百万円

	
	
	
	借入条件

（借入時期、期間、金利、見直時期等）
	
	

	
	
	その他社債等※
	
	百万円

	
	
	
	発行条件

（発行時期、償還年限、表面利率等）
	
	


＊現在検討している金融機関名或いは社債内容について具体的に記入すること

＊予定する補助金の有無別に示すこと　　　　　　　　　　　　　　　　　　

様式第１７の２

資金計画表(2)　　　

３．その他、資金調達手法として検討していることがある場合は記入する。

	


４．過去の主な借入実績本件事業において資金調達を予定している企業について、現在借入残高のある長期借入の金額とその借入条件及び

短期資金の借入条件を記入する。

資金調達企業名〔　　〕

	　　　
民間金融機関※
	百万円

	
	借入条件

（借入時期、期間、金利、見直時期等）
	

	政府系金融機関※　　　　
	百万円

	
	借入条件

（借入時期、期間、金利、見直時期等）
	

	その他社債等※
	百万円

	
	発行条件

（発行時期、償還年限、表面利率等）
	


※金融機関名或いは社債内容等について具体的に記入すること　　　　　　　　　

様式第 18号



E S C O 技 術 提 案 書 

1
技術提案基本方針


（様式第１９号）
2
建物設備カルテ



（様式第２０号）　

3
運転データ



（様式第２１号）　

4
建物エネルギー診断


（様式第２２号）　　　

5
省エネルギー手法


（様式第２３号）　　

6
維持管理費低減化手法　　

（様式第２４号）　　　　

7 改修効果の試算(費用効果と保証)
（様式第２５号）　　

8
改修効果の試算(省エネルギー効果)
（様式第２６号）　　　

9　　　省エネルギー効果の計測・検証手法
（様式第２７号）

10　　 維持管理費低減化効果の検証手法
（様式第２８号）
様式第19号
1. 技術提案基本方針

	


注）A4版３枚以内かつ、2000字以内で簡潔にまとめること

様式第20号
	2．建 物 設 備 カ ル テ

	建物名称　埼玉県本庁舎
	所在地
	埼玉県

さいたま市

	建物
	建物用途
	□事務所　□文化施設　□障害者施設

■試験・研究機関　　　□学校

□病院・診療所
	竣工年月
	

	
	
	
	改修年月
	---



	
	
	
	階数
	

	
	構造
	□SRC　□RC　□R
	延床面積
	

	電気設備
	受電設備
	契約種別
	■業務用2型　□特別高圧電力

	
	
	契約電力
	
	受電電圧
	

	
	発電設備
	容量
	
	蓄電設備
	       

	
	備考
	

	空調設備
	熱源
	□電動冷凍機

□空冷ヒートポンプチラー

□吸収式冷温水機　　　　　　　　　　　　

□蒸気ボイラー
	冷凍容量
	

	
	
	
	蓄熱槽
	

	
	
	
	加熱容量
	

	
	
	
	蓄熱槽
	

	
	個別熱源
	□空冷パッケージ型空調機　　　　□空冷ヒートポンプ　　

□水熱源ヒートポンプ　　　　　　□ガスエンジンヒートポンプ　

	
	空調機
	□空気調和機　　　　　　　　　　□ファンコイルユニット　

□単一ダクト（定風量）　　　　　□冷温水配管（定流量）

	
	備考
	

	衛生設備
	給水設備
	□高架水槽　　   ㎥
	□受水槽　　   ㎥
	□給水加圧

	
	給湯設備
	□貯湯槽　　　   ㎥
	□ガス湯沸器
	□電気湯沸器

	
	備考


	

	室内環境
	

	
	

	
	

	
	

	使用状態
	

	
	

	
	

	
	

	運転管理
	

	
	


様式第21号

3．運　転　デ　ー　タ

ベースライン

	
	
	電力
	ガス（LPG）
	灯油
	水道

	
	月
	kWh
	円
	GJ
	t-CO2
	N㎥
	円
	GJ
	t-CO2
	L
	円
	GJ
	t-CO2
	㎥
	円

	H

18
	4月
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	5月
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	6月
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	7月
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	8月
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	9月
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	10月
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	11月
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	12月
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	1月
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	2月
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	3月
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	計
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	H

19
	4月
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	5月
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	6月
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	7月
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	8月
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	9月
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	10月
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	11月
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	12月
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	1月
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	2月
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	3月
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	計
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	H

20
	4月
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	5月
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	6月
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	7月
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	8月
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	9月
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	10月
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	11月
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	12月
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	1月
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	2月
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	3月
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	計
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


ベースライン集計(平成18,19,20年度平均)

	
	平均使用量
	一次エネルギー換算　
	二酸化炭素排出量
	費用

	電気
	
	
	
	

	ガス
	
	
	
	

	灯油
	
	
	
	

	水道
	
	
	
	

	委託費等
	
	
	
	

	合計
	
	
	
	


様式第22号

4. 建　物　エ　ネ　ル　ギ　ー　診　断　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	延床面積
	

	基準年度
	


■年間エネルギー消費量

	
	電気〔KWh〕
	ガス〔N㎥〕
	灯油〔KL〕
	備考

	照明・コンセント
	
	
	
	

	空調熱源
	
	
	
	

	空調・換気動力
	
	
	
	

	給湯
	
	
	
	

	その他
	
	
	
	

	合計
	
	
	
	

	エネルギー消費原単位〔kWh,N㎥,kL/㎡〕
	
	
	
	


■年間一次エネルギー消費量　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〔MJ/年〕

	
	電気
	ガス
	灯油
	備考

	照明・コンセント
	
	
	
	

	空調熱源
	
	
	
	

	空調・換気動力
	
	
	
	

	給湯
	
	
	
	

	その他
	
	
	
	

	合計
	
	
	
	

	エネルギー消費原単位〔MJ/㎡〕
	
	
	
	


■年間光熱水費               　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〔千円/年〕

	
	電気
	ガス
	灯油
	水道
	合計

	光熱水費
	
	
	
	
	

	光熱水費原単位

〔円/㎡・年〕
	
	
	
	
	

	光熱水費

〔円/kWh,N㎥,kl,㎡〕
	
	
	
	
	


■エネルギー消費量評価

	評価基準

	

	

	

	


■診断結果

	

	

	

	


様式第23号

5．　省　エ　ネ　ル　ギ　ー　手　法　（NO.　  ）

	既存施設・新規ESCO施設


（いずれかに○を付ける）

■　省エネルギー対策　　　　　　　　　　　（一つの省エネルギー対策毎に本シート一枚を使用する）
	設備
	□建物　　　□電気　　□空調　　□衛生　　□

	項目
	

	内容
	

	
	

	仕様
	改修前
	改修後

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	


■　年間エネルギー削減量

	項目
	電気

〔kWh〕
	ガス・油

〔N㎥.kL〕
	水道水

〔㎥〕
	1次ｴﾈﾙｷﾞｰ量

〔MJ〕
	CO2排出量

〔kg-CO2〕

	①改修前（基準年）
	
	
	
	
	

	②改修後
	
	
	
	
	

	エネルギー量削減量

①－②
	
	
	
	
	


■　年間光熱水費等削減額

	項目
	電気

〔千円〕
	ガス・油

〔千円〕
	水道水

〔千円〕
	算定基準

	①改修前（基準年）
	
	
	
	

	②改修後


	
	
	
	

	光熱水費削減額

①－②
	
	
	
	


■　改修費

	項目
	数量
	単価

〔千円〕
	金額

〔千円〕
	備考

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	合計
	
	
	
	


様式第24号

6．　維　持　管　理　費　低　減　化　手　法　（NO.　  ）
■　維持管理費低減化対策　　　　　　　

　　（一つの対策毎に本シート一枚を使用する）
	設備
	　□空調設備保守点検業務　□

	項目
	

	内容
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	仕様
	改修前（現委託仕様等）
	改修後

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	


*:ESCO事業化前とサービスの同一性を維持できていることを示すこと。

*:詳細内容を示した参照書類を添付すること。

*:運転管理方針提案書等と内容の整合性を図ること。
■　維持管理費低減化対策による削減額

	改修前〔千円/年〕
	改修後〔千円/年〕
	削減額〔千円/年〕
	算定基準

	
	
	
	


*:改修後費用はESCOサービス料に含まれるため、実際には改修前費用と削減額は同額となるが、本表では内容比較のため、便宜的にESCOサービス料中の当該費用の内訳金額を改修後費用に記入し、削減額は改修前と改修後の差額とする。様式第25号の光熱水費等削減額は異なる金額のため注意のこと。
■　本対策による副次効果

	項目
	副次効果

	
	

	
	

	
	

	
	


■　改修費

	項目
	数量
	単価

〔千円〕
	金額

〔千円〕
	備考

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	合計
	
	
	
	


様式第25号

7． 改修効果の試算（費用効果と保証）

■　省エネルギー手法導入費用効果

	改修内容
	改修費
	光熱水費等

削減額
	単純回収年数
	光熱水費等

削減率

	
	〔千円〕
	〔千円/年〕
	〔年〕
	〔％〕

	既存設備
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	ESCO設備
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	維持管理
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	合計（提案全体に対して）
	
	
	
	


*:維持管理の光熱水費等削減額は当該項目の改修前費用と同額となる。よって様式第24号で示す削減額とは異なる金額となる。

■　光熱水等費削減保証

	　　削減保証率　　　　〔％〕

	削減保証基準額　　　　〔千円/年〕


■　改修による副次効果

	項目
	副次効果

	
	

	
	

	
	

	
	


■　省エネルギー保証

	エネルギー削減保証率　　　　       〔％〕

	エネルギー削減保証量　　　　      〔GJ/年〕


様式第26号

８．改修効果の試算（省エネルギー効果）
■　手法ごとの省エネルギー効果

	改修内容
	削減電力量
	削減ガス量
	削減灯油量
	削減水道量

	
	kWh/年
	m3/年
	L/年
	m3/年

	既存設備
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	ESCO設備
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	合計（提案全体に対して）
	
	
	
	


	改修内容
	1次ｴﾈﾙｷﾞｰ

削減量
	1次ｴﾈﾙｷﾞｰ

削減率
	CO2排出

削減量
	CO2排出

削減率

	
	GJ/年
	％
	kg-CO2/年
	％

	既存設備
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	ESCO設備
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	合計（提案全体に対して）
	
	
	
	


■　年間エネルギー消費量

	用途
	改修前（基準消費量）
	改修後（予測消費量）

	
	電気〔kWh〕
	ガス〔N㎥〕
	油〔kL〕
	水道〔㎥〕
	電気〔kWh〕
	ガス〔N㎥〕
	油〔kL〕
	水道〔㎥〕

	照明・コンセント
	
	
	
	
	
	
	
	

	空調熱源
	
	
	
	
	
	
	
	

	空調・換気動力
	
	
	
	
	
	
	
	

	給湯
	
	
	
	
	
	
	
	

	その他
	
	
	
	
	
	
	
	

	合計
	
	
	
	
	
	
	
	

	１次エネルギー

消費量

〔MJ/年〕
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	


様式第27号
９.省エネルギー効果の計測・検証手法
■　省エネルギー効果の測定・検証法

	改修項目
	省エネルギー効果の測定・検証手法
	分類

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	


■　機器設置計画

	項目
	内容

	改修内容
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	機器構成
	

	
	

	
	

	
	


■　総括

	

	

	

	

	

	

	


■　計測機器設置費

	項目
	数量
	単価〔千円〕
	金額〔千円〕
	備考

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	合計
	
	
	
	


様式第 28号
１０. 維持管理費低減化効果の検証手法
■　維持管理費低減化効果の検証法
	維持管理費低減化手法
	検証手法

	
	

	
	

	
	


■　総括

	

	

	

	

	

	

	


*:維持管理費低減化の検証手法は定量的な評価ができる提案を行うこと。

*:ESCO事業化前との同一性を維持できていることを証明できる内容であること。

*:必要に応じ、参照書類を添付できる。

様式第29号

E S C O 設 備 維 持 管 理 提 案 書

①内容

ESCO設備の維持管理業務に関する計画を示す。

また、ESCO設備に関する維持管理費用は全て事業者の負担とする。

書式の仕様は、原則A4縦（枚数は自由）

　
②維持管理費見積書

	項目
	金額〔千円/年〕
	備考

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	合計
	
	


注1)毎年かかる経費を記入すること

注2）その他の様式と関連のある項目の数値については整合を図ること

③その他特記事項

　 維持管理業務を行う上で、コスト削減及びサービス水準の向上等の視点で、工夫しているものがあれば記載する。

　 書式の仕様は原則A4縦（1枚程度）とする。

様式第 30号

計 測・検 証 方 法 提 案 書

①内容

提案により示した光熱水費削減予定額及び削減保証基準額が確実に守られていることを

証明するための適切な計測・検証方法を示すこと。

書式の仕様は、原則A4縦（枚数は自由）
②計測・検証費見積書

	項目
	金額

〔千円/年〕
	備考

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	合計
	
	


注1)毎年かかる経費を記入すること

注2）その他の様式と関連のある項目の数値については整合を図ること

③その他特記事項

　 計測・検証業務を行う上で、コスト削減及びサービス水準の向上等の視点で、工夫しているものがあれば記載する。

　 書式の仕様は原則A4縦（1枚程度）とする。
様式第31号

運 転 管 理 方 針 提 案 書
①内容

ESCO設備及び県の既存設備に関する適切な運転管理方針（案）を示す。

書式の仕様は、原則A4縦（枚数は自由）
②運転管理費見積書

	項目
	金額

〔千円/年〕
	備考

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	合計
	
	


注1)毎年かかる経費を記入すること

注2）その他の様式と関連のある項目の数値については整合を図ること

③その他特記事項

　 運転管理業務を行う上で、コスト削減及びサービス水準の向上等の視点で、工夫しているものがあれば記載する。

　 書式の仕様は原則A4縦（1枚程度）とする。
様式第32号
緊 急 時 対 応 方 法 提 案 書
提案の安全性・信頼性・災害時を含む緊急時対応方法についての考え方を示す。

書式の仕様は、原則A4縦（枚数は自由）

	


様式第33号
主 要 機 器 等 の 設 置 箇 所 図 提 案 書

	


様式第34号

提 案 総 括 表（補助金：有／無）
	
	失格条件
	記入欄
	対応資料

	(1)
	対象施設の運営・業務への支障
	*
	様式第19号

	(2)
	提案の安全性・信頼性・災害時等を含む緊急対応策
	*
	様式第32号

	(3)
	工事費用算出の妥当性
	*
	様式第13号


	
	評価項目
	記入欄
	対応資料

	(1)
	15年間の利益総額
	千円/5年
	様式第15号

	(2)
	各年の利益
	千円/年
	様式第15号

	(3)
	削減保証額
	千円/年
	様式第25号

	(4)
	省エネルギー率
	%
	様式第25,26号

	
	省エネルギー保証率
	%
	

	
	省エネルギー量
	GJ/年
	

	(5)
	CO２削減率
	%
	様式第26号

	
	CO２削減量
	kgCO2/年
	

	(6)
	資金調達計画
	自己資金 ・ 借入

(金利          %)

(借入先         )
	様式第17号

	
	経営状況
	
	（経営事項審査）

	(7)
	補助金等の可能性
	*
	様式第17号

	(8)
	騒音、振動、大気汚染物質等の環境性への配慮
	
	様式第19号

	(9)
	技術提案の具体性・妥当性　
	
	様式第19～28号

	(10)
	提案の独自性
	*
	様式第12～33号

	(11)
	工事施工における庁舎運営・業務への考慮
	
	様式第19号

	(12)
	既存機器の更新にかかる配慮
	*
	様式第23,24号

	(13)
	執務環境の改善の考慮
	
	様式第19号

	(14)
	維持管理、計測検証、運転管理の具体性・妥当性
	*
	様式第29～31号

	(15)
	品質管理、工事完了期限、設備引渡しへの信頼性
	*
	様式第19号

	(16)
	ESCO契約期間終了後の対応への提案
	*
	様式第19号

	(17)
	提案のバランス
	*
	様式第12～33号


注：応募者は、*に記入しないこと。　

（本総括表に記載の内容につきましては、後日公表されることがありますので、ご了承下さい。）



























埼玉県本庁舎ESCO事業提案書


例：①ESCO事業資金計画書





　　　(2)提案書名称





























(3)提出年月日


提出日　平成　　年　　月　　日

















(1)　　　　(提案要請番号:○○○○○○）





(1)





(2)各提案書番号　ページ番号




































































　　　　





①-1　　　　（提案要請番号：○○○○○○）





(3)本文








































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































